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石炭、アジア需要根強く 脱炭素、欧米は開発融資縮小　発電向け、価格不安定化も

世界中で加速する脱炭素の流れ。二酸化炭素（CO2）排出量が特に多い石炭は、鉱山開発への投融資縮

小が相次ぐ。一方で安価な発電用燃料としてアジアの需要は根強い。短期的には需要よりも供給が早く減

り、国際価格が不安定になるリスクをはらむ。

「石炭火力の拡大は（温暖化対策の国際的枠組みである）パリ協定の目標と両立しない」。英金融大手

HSBCは3月、2040年までに石炭火力と発電用石炭開発への融資を段階的に停止することを決めた。

英BPや国際エネルギー機関（IEA）によると、石炭は世界の発電燃料の4割弱を占める。エネルギー関連の

CO2排出量のうち石炭由来の割合は4割を超える。世界的な脱炭素機運の高まりにより、「標的」にされ

るのは避けられない。

実際、米JPモルガン・チェースやドイツ銀行など、石炭採掘会社や石炭火力発電所への融資縮小・停止を

表明している金融機関は欧米を中心に枚挙にいとまがない。豪英BHPグループが事業売却の方針を決める

など、資源会社にも石炭離れの動きがみられる。

石炭火力発電についてもフランスが22年まで、英国が25年までに全廃する方針を打ち出し、先進国では廃

止や建設中止が相次ぐ。長期的な石炭需要の減退は避けがたい。

もっとも、短期では話が異なる。IEAが今年4月に公表した「世界エネルギーレビュー」によると、21年の

世界の石炭需要は20年比で4.5%増加し、新型コロナウイルス禍前の19年を上回る見込み。IEAは昨年12月、

25年までの世界需要が、21年と同水準で推移するとの予測も出している。

21年の石炭需要の回復のうち、大部分はアジアでの火力発電が占める。石炭は液化天然ガス（LNG）など

と比べて発電コストが安く、世界の広い地域に埋蔵されているため安全保障上のリスクも小さい。「アジ

アでは経済成長のために石炭に頼らざるを得ない」（石油天然ガス・金属鉱物資源機構=JOGMEC=の国吉

信行氏）

特に中国は21年の電力需要拡大の半分近くを石炭に頼ることになる見込み。再生可能エネルギーの利用も

進んでいるとはいえ、「脱石炭」への道はまだ半ばだ。ベトナムなど東南アジアの需要も回復し、日本で

もベースロード電源としての役割はまだ大きい。需要が底堅いなか、投融資減少で生産が細れば「石炭価

格はより不安定になりかねない」（日本エネルギー経済研究所の伊藤葉子・研究主幹）。

発電用石炭のアジア指標であるオーストラリア産スポット（随時契約）価格は、3月に1トン100ドル弱と

約2年ぶり高値を付けた。今後は主要鉱山の事故など供給不安が生じた際、今まで以上に価格が上がりや

すくなり、新興国などの電力コスト上昇に跳ね返るリスクが高まりそうだ。
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再生エネ比率、石油業界予想上回るペースで拡大へ＝調査会社

［オスロ　６日　ロイター］ - ノルウェーのエネルギー調査会社ライスタッド・エナジーは６日、２０５

０年までに世界の全エネルギー需要の７４％を再生可能エネルギーが満たすとの最新見通しを示した。石

油大手各社や国際エネルギー機関（ＩＥＡ）の予想をはるかに上回る水準となる。

石油大手各社による予想は最も高い数字で、エクイノールが４３％、シェル４５％、ＢＰ６９％。ＩＥＡ

は、４０年までに再生可能エネルギーが占める割合を３５％と予測した。

ライスタッド・エナジーのライスタッド最高経営責任者（ＣＥＯ）は６日のオンライン会議で、米国が今

年、地球温暖化対策の国際枠組み「パリ協定」に復帰して温室効果ガス削減の新目標を示したことや、５

０年までに温室ガス排出を実質ゼロにする目標を掲げる国々の増加、さらには再生可能エネルギー技術の

発展で、エネルギーをめぐる状況が変わったと指摘。「これまでの全ての評価を撤廃しなければならな

い。全く新たな見方をする必要がある」と強調した。

同社は、電気自動車（ＥＶ）の販売台数が３０年までに６４００万台に増加すると予想。石油各社の予想

は２２００万─３８００万台、ＩＥＡは３０００万台としている。

また、生産コストの低下や太陽光・風力発電の効率向上を背景とした再生可能エネルギー生産の増加、さ

らにはＥＶ販売の拡大で、石油とガス需要のピーク時期予想が早まっている。

ライスタッドは先月、世界石油需要が２６年に日量１億０１６０万バレルのピークに達するとの見通しを

示した。昨年１１月時点では、２８年に同１億０２２０万バレルのピークが訪れると予想していた。
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